
○静岡県地震対策推進条例施行規則 

平成８年３月 29 日 

規則第７号 

静岡県地震対策推進条例施行規則をここに制定する。 

静岡県地震対策推進条例施行規則 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、静岡県地震対策推進条例(平成 8 年静岡県条例第 1 号。

以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(避難路) 

第 2 条 条例第 15 条第 5 項の規則で定める避難路は、次に掲げる道路(市

町村地域防災計画において幹線避難路として設定されているものを除く。

以下同じ。)とする。 

(1) 地震災害危険予想地域(地震による津波、山崩れ若しくは崖崩れ又は建

築物の火災により著しい被害の発生が予想される地域に限る。)から住民等

が避難するため必要な道路のうち、市町村地域防災計画において避難路と

して設定され、かつ、知事が必要があると認める道路 

(2) 都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 4 条第 1 項の都市計画において

定められた容積率の限度が 400 パーセント以上の商業地域又は近隣商業地

域内の建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 42 条第 1 項及び第 2 項の道

路 

(一部改正〔平成 28 年規則 57 号〕) 

 

(自動販売機の据付け基準) 

第 3 条 条例第 18 条第 1 項の規則で定める自動販売機の据付け基準は、工

業標準化法(昭和 24 年法律第 185 号)第 11 条の規定により制定され同法第

16 条の規定により昭和 55 年 1 月 10 日付け官報に公示された日本工業規格

の自動販売機の据付基準 B8562 に定める基準(以下「日本工業規格の基準」

という。)とする。ただし、日本工業規格の基準により難い場合においては、

日本工業規格の基準によるものと同等以上の据付けの安全性が確保される

基準とする。 

 

(判定士の身分証明書) 

第 4 条 条例第 32 条第 4 項の身分を示す証明書は、様式第 1 号によるもの

とする。 

(災害応急対策に関する協定) 

第 5 条 条例第 35 条の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 情報の収集及び伝達等に関する事項 

(2) 被災者の救助に必要な収容施設の提供に関する事項 

(3) 被災者の救助に必要な食料、生活必需品等の供給に関する事項 



(4) 物資等の緊急輸送に関する事項 

(5) 救出救助及び医療救護に関する事項 

(6) 公共の施設及び設備の応急復旧等に関する事項 

(7) 交通指導に関する事項 

(8) 被災地域の社会的安全に関する事項 

(9) 清掃、防疫その他保健衛生に関する事項 

(10) その他災害応急対策の実施のため必要な事項 

 

(立入調査員の身分証明書) 

第 6 条 条例第 37 条第 2 項の身分を示す証明書は、様式第 2 号によるもの

とする。 

 

附 則 

この規則は、平成 8 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 9 年 3 月 28 日規則第 36 号) 

この規則は、平成 9 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 12 年 3 月 31 日規則第 90 号抄) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

―――――――――― 

○市町村合併により村が廃されたことに伴う関係規則の整理に関する規則

(抄) 

平成 19 年 3 月 20 日規則第 1 号 

(静岡県地震対策推進条例施行規則の一部改正に伴う経過措置) 

第 4 条 この規則の施行の際現に交付されている前条の規定による改正前

の静岡県地震対策推進条例施行規則様式第 1 号による身分証明書は、同条

の規定による改正後の静岡県地震対策推進条例施行規則様式第 1 号による

身分証明書とみなす。 

附 則(平成 19 年 3 月 20 日規則第 1 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

―――――――――― 

附 則(平成 28 年 10 月 25 日規則第 57 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 



様式第 1 号(第 4 条関係)(用紙 縦 5.4 センチメートル、横 8.5 センチメート

ル) 

(一部改正〔平成 19 年規則 1 号〕) 

(表) 

第     号  

静岡県地震被災建築物応急危険度判定士身分証明書 

氏名 

生年月日 

登録証番号 

登録年月日 

上記の者は、静岡県地震対策推進条例第 32 条第 3 項の規定により、被災建

築物の応急危険度判定をするため立入調査を行う者であることを証明す

る。 

年  月  日  

静岡県知事  氏       名  印 

(裏) 

静岡県地震対策推進条例(抜粋) 

(応急危険度判定士) 

第 32 条  

2 知事又は市町長は、応急危険度判定を実施するときは、判定士に対し、

その業務に従事することを要請することができる。 

3 前項の規定による要請を受けて応急危険度判定の業務に従事する判定

士は、その業務に必要な限度において、被災した建築物及びその敷地に立

ち入って調査することができる。 

4 前項の規定による立入調査をしようとする判定士は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければなら

ない。  

 



様式第 2 号(第 6 条関係)(用紙 縦 5.4 センチメートル、横 8.5 センチメート

ル) 

(一部改正〔平成 19 年規則 1 号〕) 

(表) 

第     号  

身分証明書 

所属 

職名 

氏名 

生年月日 

上記の者は、静岡県地震対策推進条例第 37 条第 1 項の規定により、立入調

査又は質問をする職員であることを証明する。 

年  月  日  

静岡県知事 

又 は   氏  名 印 

市町長 

(裏) 

静岡県地震対策推進条例(抜粋) 

(資料の提出、報告、調査等) 

第 37 条 知事は、第 15 条から第 18 条までの規定の施行に必要な限度にお

いて、既存建築物、落下対象物、ブロック塀等又は自動販売機(以下「既存

建築物等」という。)の所有者等に対し、既存建築物等の地震に対する安全

性の確保に関する資料の提出若しくは報告を求め、又はその職員に既存建

築物等若しくはその敷地に立ち入り、地震に対する安全性の確保に関し調

査させ、若しくは関係者に必要な事項について質問させることができる。 

2 前項の規定による立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならな

い。 



 


